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科学技術動向研究
オープンサイエンスをめぐる新しい潮流（その1）
科学技術・学術情報共有の枠組みの
国際動向と研究のオープンデータ
村山 泰啓　林 和弘
　データは現代の科学技術・学術にとって枢要な存立基盤と言っても過言ではない。研究成果の再検証
や、成果の社会との共有、データの再利用による研究活動の発展を図る上で、データの保全・管理と共
有・利用は今後、ますます重要なものとなると考えられる。こうした状況下で、科学技術・学術にとっ
ての「データ・マネジメント」が国際的な重要課題となってきており、政治の場でも、2013 年 6 月の
G8 会合で研究活動に係るデータのオープン化が合意事項になった。地球科学を中心にした分野では、
世界的な科学データ保存の取り組みが、すでに戦後 50 年以上にわたり続けられている。近年はさらに、
データを原著論文と同等の成果として「出版」して保存し、「引用」するデータ・パブリケーションや
データ・サイテーションの検討、また電子データの保全・管理・利活用に関する図書館の新たな役割の
再検討などが課題として議論されている。我が国においても、科学技術・学術研究システムの再構築に、
科学技術・学術研究情報の電子化・オープン化を進める制度の整備まで含めて取り組むことが求められる。
キーワード：オープンデータ，オープンアクセス，データ共有，ICSU-WDS，CODATA，RDA
　概　　要
　2013 年の G8 首脳会合ではオープンデータ憲章に
ついての合意、あわせて行われた G8 科学大臣およ
びアカデミー会長会合では科学研究データのオー
プン化に言及した声明が発表された1）。
　科学技術・学術の研究現場において、近年、論文
や発明と同様に重要な成果物、資源として「データ」
をとらえるようになってきた。「研究データのオープ
ン化」は、科学技術立国を目指す我が国においても
重要な課題である。これは、学術ジャーナルのオー
プンアクセス化と同じく学術情報共有化の大きな国
際世論の流れの中で理解されるべきである。特に日
本では、研究論文を中心としたオープンアクセス
の議論は比較的盛んであり2、3）、2014 年 3 月に日本
学術会議のフォーラムも開かれたが4）、研究データ
の共有に関する政策的な議論は、科学技術振興機構
（JST）において一部見られるものの5）、全体的には
ほとんど見られない。
　オープン化することの情報資源の得失と、オープ
ン化しないことで生ずる科学技術発展上の障害と
については依然慎重な判断が求められるであろう。
しかしながら、G8 合意にあるように研究データを
オープン化することは国際合意である。研究データ
のオープン化は、研究当事者に閉じず、科学者集団
および社会が情報を共有することで、オープンなサ
イエンスの議論・再検証を可能にしながら、新たな
研究機会を増やし、科学と社会の相互信頼を確保し
ながら研究成果やイノベーションを望めるビジョ
ンと考えられている6）。
　本レポートでは、近年の国際的な議論の動向を簡
単に紹介し、なんらかのオープン化を進めること
が妥当な分野・科学技術データないしは学術研究
1 はじめに
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図表 1　科学研究の方法論と研究論文・データのオープン化
データセットが特定されたと仮定したときの、社会
の科学技術基盤としてのデータのあり方について
論ずる。またオープン化することでその分野の科学
技術や学術研究がより健全に発展し、より充実した
成果をもたらすためにも、背景となる理念を踏まえ
た上での我が国の対応について基本的な提案を行
いたい。
　上述の国際的な研究データをめぐる議論では、近
代科学の研究方法論が念頭におかれている。科学研
究の手続きでは例えば、仮説をたて、証拠に基づく
合理的な論理構築により仮説の検証を行い、仮説が
支持されれば一定の結論を得る。そこでは結果は例
えば専門家コミュニティによる再現性、または統計
的有意性の確認により正当と認められる。したがっ
て、第三者による結果の再現性を担保するため、検
証可能な記録を共有する必要がある7）。論考が基盤
となる研究なら、その論理がフォロー可能なように
論文に書かれるべきであるし、実験的研究ならば再
試験に必要な実験条件が論文に書かれる必要があ
る。近年は大量のデータの解析結果に基づいて論考
した論文も少なくないため、検証にはその論文で使
われたデータを入手する必要がある。これにより、
同条件での追試験・再検証により研究結果の再現・
検証が可能になる。
　こうした科学研究成果の再現性に関しては、生命
科学分野ではすでに、結論の検証ができない論文が
問題視されている8、9）。科学が社会と密接にかかわれ
ばかかわるほど、社会から科学知、科学的判断の信
頼を得ることは重要となり、そこでは科学者集団と
社会との情報共有とオープンな検証の担保が重要
となるであろうことを示している。そのために、論
文流通のオープン化（オープンアクセス）に呼応し
て、同様に論文のもとになったデータのオープン化
が不可欠と考えられている。すべての研究・論文に
ついて他者が検証し続けることはできないし、また
科学研究の訓練をせずに専門でない人間が十分な
成果検証をできるわけではないが、批判や再試験、
検証ができる資料の提供機会をつねに維持してい
ることが重要となる（図表 1）。さらにオープン化さ
れたデータは検証のためだけではなく、再利用によ
り次の研究を生み出す知的資産として活用される。
　ICSU-WDS（World Data System）は、国際科学
会議（ICSU： International Council for Science）の
直轄事業・組織として、2008 年 ICSU 総会で設立
された。また、ICSU-WDS 科学委員会（WDS-SC：
Scientific Committee）のもとに、実行組織として国
際プログラムオフィスが 2012 年 5 月、東京に設置
された10）。ICSU-WDS の目標は、品質管理された信
頼できる科学データを長期間保全することととも
3 科学技術・学術データの共有をめぐる国際動向
2 科学研究の方法論とデータ
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に、自然科学から人文社会科学まで、多様な分野に
ついて相互運用性をもったデータ共有を進めるこ
と、等である11）。ICSU-WDS の前身となった 2 つの
国際組織、WDC（World Data Centre）および FAGS
（Federation of Astronomical and Geophysical 
Services）は ICSU のイニシアチブで 50 年以上、継
続して行われた科学データ保全事業である12）。こ
れらの組織は国際地球観測年（IGY： International 
Geophysical Year、1957-1958 年）を機に設立された
こともあり、地球科学・宇宙科学が中心であった。
　国際組織としての WDS は現在、データを扱う計
算機や大型ストレージシステムを開発・整備する
ことよりも、むしろ世界的な組織間の関係形成（コ
ミュニティ形成）およびそのコミュニティにおける
社会的システムを構築するためのコンセンサス形
成が重要なフェーズにある。もちろん国際的なカタ
ログ・メタデータ整備や検索システム開発なども
並行しているが、グランドデザインとしては、自然
科学から社会科学までの多様なデータを対象とし
た長期保全と相互利活用を可能とする分散型の世
界体制を目標としている。
　WDS の作業部会（WG）の課題の 1 つにデータ・
パブリケーション（出版）がある13）。データの出版
は、論文以外にも、科学技術研究開発が社会に還元
すべきプロダクトとしてデータを公開するもので
ある。ただし、原著論文出版と比較して考えると、
一般読者・ユーザーが信頼できるデータであるこ
とを担保すべき査読（レビュー）、審査基準、印刷す
るように内容を固定するのか、データ値の修正とそ
の版の管理や引用、など多数の課題がある。WG に
おいては科学者・技術者とともに図書館関係者（ラ
イブラリアン： librarian）や、トムソン・ロイター、
エルセビア、ワイリーといったジャーナル出版社が
メンバーとなりともに議論を行っている。
　他に、ICSU 下のより一般的な科学技術データ
に関係する組織として CODATA（Committee on 
Data and Science and Technology：コ デ ー タ と 読
まれる）がある。WDS と CODATA は、歴史的経
緯もあり、成り立ちや加盟メンバー、投票権、その
事業の方向性が異なっている。両者の違いを図表 2
にまとめている。また、総合的な地球と人類の将
来を見据えた学術事業として Future Earth 事業が
ICSU や国連などの協同のもとで立ち上がりつつあ
る。WDS および CODATA はこれと連携しながら
進めるよう ICSU からも要請されている14、15）。
　また、G8 の下に設けられた GSO（Group of Senior 
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Officials）がグローバル・リサーチ・インフラスト
ラクチャを課題ととらえ、その一部として研究デー
タ・インフラストラクチャ部会が 2011 年頃から活
動してきている。この部会での議論が基礎となっ
て、研究データに関する新しい国際コンソーシアム
RDA（Research Data Alliance） が 2013 年 3 月 に
米・欧・豪の協力によって設立された。RDA への
参加はポリシーに同意すれば原則自由であり、ボト
ムアップでの会合提案が行われるため、データ共有
やデータの相互交換、法的枠組み、海洋データ・遺
伝データの相互利用、など多岐にわたる課題につい
てコミュニティ・コンセンサス形成を目指した議論
を行っている16）。
　なお、欧州委員会内の G8 部会担当者によると、
オープン・ガバメントと研究データのオープン化
と は、 別 扱 い と の こ と で あ る（Carlos Morais-
Pires、 私信　2013）。前者は政府機構の意思決定で
情報公開を行うこともできるが、後者の研究デー
タの扱いについては原則、個別の科学者・研究者
に委ねられるものであり、科学者や機関のモチ
ベーションを下げず、研究の減速やイノベーショ
ンの減退を招かないようにしながら最適なデータ
共有へ移行することが、結局は社会のために有用
であり重要である。
・データ・マネジメントのための技術と情報科学・ICT
　科学技術・学術研究データを、原著論文と同等の
価値の高い科学技術研究成果として位置づけると
き、そのデータの保存とアクセス性が肝要となる。
今日の論文においても約 80 年前のアインシュタイ
ンらによる論文が理論根拠として多数引用されて
いる。これは、論文文献の保存とアクセス機能が長
期にわたってよく設計・整備されたシステムであ
るからこそ可能といえる。一方、論文と同等の高価
値な成果物としてとらえられている今日のデータ
は、80 年後といわなくとも、10 年後、20 年後の我が
国の新たなイノベーションを確保するためにも、論
文文献の保存・保全と同等のデータ保存の品質、信
頼性、期間、アクセス性が担保されなければならな
い。過去の多数のデータ資源を保存して、80 年後の
研究開発において必要なときに利用可能にする、そ
うした技術と制度、これをひっくるめて「システム」
として機能し続けるようにする必要がある。
　現在の電子技術・計算機技術の変革の速さは目
を見張るものがある。IP 通信や固定ディスクの発明
以来、約半世紀ほどの間にさまざまな製品・デバイ
ス・規格が年々改善されて新機種が過去のものを
市場から追い出していき、技術と性能が向上してき
た。一方、グーテンベルク以来の活版印刷文化に基
礎を置く文献の保存、整理、検索、利用のサービ
スの技術と制度（システム）は、数百年にわたり
安定かつ高信頼度で稼働してきた。現在の情報技
術、ICT 技術がこれまでになかった即時性、高速
性、新たなサービス・情報創出などを可能にしなが
ら、活版印刷ベースのシステムと同等の長期的安定
性・信頼性を担保した社会の基盤システムとなる
ことで、電子技術文化による 10 年後 20 年後、さら
には 80 年後のイノベーションが可能になると期待
される。
　ところで現状では、情報学・ICT 研究と他の科
学研究分野とが、非常に密接につながり随所で融合
して研究が進展している、とは言い難い。現在では
災害対策・防災に不可欠な気象レーダーを例にと
ると、レーダー工学者と気象学者がそれぞれ協力し
合ったというより、両者が歩み寄り、新たな専門性
をもつ研究者群が育ち、それぞれの領域から踏み出
して、「レーダー気象学」などの新たな研究分野を開
拓して初めて成功したとも考えられる。科学技術・
学術データの各専門領域と情報学や ICT 技術はお
そらくそれぞれの領域から踏み出した新たな協力
関係、新領域をつくることでブレークスルーが実現
すると期待される。しかしながら、この新たな連携
関係、新領域を日常的に支援できるしくみや予算制
度などが乏しいことから、今後は一般の研究者が情
報学・ICT 分野研究者と連携し、また情報以外の科
学分野からの情報学的なアプローチを支援する仕
組みが必要となるだろう。
・データ保存・管理・利用運用体制
　科学技術データ、学術データの保存・管理の議論
においては、欧米では特に、図書館関係者（ライブ
ラリアン）が重要な役割を果たしている。国会図書
館における資料のディジタル化、電子図書館構想17）
などのように、電子化時代の図書館の新たな役割が
提言され、また、欧米図書館でのデータ収容事業を
はじめとして、図書館による文献とならぶ知的情報
資産としてのデータの保存・管理事業が新たな図
書館の社会的役割として重要視され始めている18）。
我が国においても、大学図書館や研究機関の図書館
は、ジャーナル購読や専門図書閲覧の管理にとどま
研究活動のデータ共有を
発展させるために4-1
4 研究データのオープン化に対する今後の対応の可能性
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らず、文献の電子化やデータ資産の保存という新た
な役割と新たな業務の開発を行う、科学技術・学術
研究情報の基盤管理・運営組織として新たにデザ
インされ、我が国の将来のイノベーション創生の機
能の一端を担うべき存在にならなければならない。
同様に、公的・非営利的な科学技術情報・学術研究
情報の保管・管理運用組織においては、図書館と同
様に、その情報基盤事業の刷新と新たな基盤を社会
に提供するための業務開発が望まれる。
・データ・パブリケーション
　論文文献と同様に、データも後年に活用されるべ
き資料であるならば、原著論文と同様に「出版」され
るべき、また査読・編集過程のようにデータの品質
評価・出版の過程が必要、との論がある。これには
論文査読とは異なったスタイルが必要である。デー
タのフォーマットやメタデータ項目をはじめとす
る外形的なチェックや、専門家が必要とするデータ
品質など、さまざまな議論がされている。求められ
るデータ品質も、高ければよいというものではな
く、利用目的によってさまざまであるし、こうした
「データ出版」のスタイルはまだまだ研究コミュニ
ティで検討の途上である。
　上記は、データ・パブリケーションという新しい
システム全体の確立へ向けた課題のほんの一部で
ある。コミュニティによるトライ・アンド・エラー
を通じたデータ出版活動を、研究費・事業費などの
形でサポートしながら支えていく必要がある。
・データ・サイテーション
　データを「出版」して、他の研究でこのデータ
を使い、また参照して新たな論文を執筆するとき
に、文献引用・参照と同様にデータもサイテーショ
ン（参照）することで、同様に、その論文の根拠
や関係業績を示して論考を構成する要素となる。ま
た、被引用度数の統計からデータ生成者・提供者の
業績をカウントする。論文でいえばサイテーショ
ン・インデックスなどに対応する「データ・サイ
テーション・インデックス」（トムソン・ロイター、
2012）などの研究評価での利用が想定される。また
論文の PDF と同様にデータに DOI（Digital Object 
Identifier）を付与して、引用・発見を容易にする
取り組みも必要であろう。データを整理して、引用
に適した粒度で DOI を付与して、これを論文中で
引用する、これに基づき研究成果・データの生産性
やデータ生成者の成果を測る、といった一連の活動
は、これまでの文献事業でもなければ、データベー
ス構築事業でもない、新たな枠組みであるため、こ
のための活動を資金的・人的・組織的に支援して
いくことが必要である。
　データのパブリケーション・サイテーションを
通じた研究評価に関しては、有識者の中には、いず
れは例えば研究者の人事審査において原著論文業
績リストと、データ業績リスト、およびその被引用
度などの評価基準が用いられるような世界になる
べきだとの意見もある。巨大科学や大規模実験など
で競争力の高いデータを生成することで重要な科
学研究成果を出すにあたり、データ生成や整備に寄
与した科学者がこれまでかならずしも公平に評価
されていないとの声もある。また、このシステムが
成立すれば、貴重な科学技術情報を一般公開して
も、その生成者・公開者は論文のオープンアクセス
と同様に、他の論文からの引用・参照を通じて著
者・貢献者として評価されることになる。研究者や
機関の利益を損なうことなくデータのオープン化
ができるとすれば、そこからデータの相互利用が世
界に広がり、新たに公開される膨大な情報資産か
ら、さらなるイノベーションへつながることも期待
される。
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